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第１章 経営戦略の策定

１ 企業局のあゆみと現況

○ 昭和３１年度に川治第一発電所が運転を開始したことに伴い、電気事業に地

方公営企業法の適用を受け、企業局の前身となる「栃木県電気局」が発足しま

した。

○ 続いて、昭和４３年度に水道事業に着手、昭和４７年度に名称を「栃木県企

業局」に改め、さらに、昭和４７年度に用地造成事業、昭和４８年度に工業用

水道事業、平成元年度に施設管理事業と順次事業を拡大し、平成６年度には名

称を「栃木県企業庁」としました。

○ その後、経営環境の変化を踏まえ、経営の効率化を図るため、平成１４年度

に組織のスリム化を行い、名称を「栃木県企業局」に改め、現在に至っており、

平成２８年度で発足６０年を迎えました。

○ 現在、企業局では、４課３事務所１支所の体制のもと、電気、水道、工業用

水道、用地造成及び施設管理の５事業を展開しています。

【企業局の組織】

企業局長

今市発電管理事務所

経営企画課

企業局次長
（経営企画課長兼務）

地域整備課

電気課

水道課

北那須水道事務所

鬼怒水道事務所

板室管理支所

本庁

事務所

知事
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２ 経営戦略策定の趣旨

（１）策定の背景

○ 企業局では、経営環境の変化に対応しながら、計画的に経営を行っていくた

め、これまで、

➣栃木県企業庁長期ビジョン（平成８～１７年度）

➣栃木県企業庁長期ビジョンⅡ（平成１３～２２年度）

➣栃木県企業局中期経営計画（平成１８～２２年度）

➣栃木県企業局経営計画（平成２３～２７年度）

を策定し、事業を展開してきました。

○ 企業局経営計画の計画期間が平成２７年度で終了することから、中長期的な

展望のもと、安定的に経営を行っていくため、平成２８年度を初年度とする経

営戦略を策定するものです。

（２）策定の目的

○ 施設等の老朽化に伴う更新投資の増大や人口減少など、経営環境がより厳し

さを増す中で、県が取り組む地方創生への貢献も念頭に置きながら、将来にわ

たって安定的に事業を継続するため、企業局の事業運営の指針として策定する

ものです。

○ 併せて、この経営戦略は、平成２６年８月に総務省から通知された「公営企

業の経営に当たっての留意事項について」により策定が求められている「経営

戦略」としても位置付けるものです。

（３）内容と計画期間

○ より長期的な展望に立ち、安定的な経営を目指すため、計画期間は、平成

２８年度から３７年度までの１０年間としています。

○ 「第２章 企業局経営方針」では、中長期的な展望のもと、企業局各事業共

通の経営方針を定めています。

○ 「第３章 事業別経営戦略」は、各事業の経営方針とともに、１０年間の収

支計画と５か年の実施計画で構成しています。

○ 経営環境の変化への柔軟な対応を図る観点などから、経営戦略は、５年毎に

改定することとします。
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第２章 企業局経営方針

１ 経営環境の変化

○ 地方公営企業を取り巻く環境は、施設等の老朽化に伴う更新投資の増大や人

口減少等、厳しさを増しています。

○ 平成２６年度から、地方公営企業会計制度の見直しの一環として、民間の企

業会計原則の考え方が大幅に取り入れられた新たな会計基準が適用され、経営

の透明性の向上と自己責任の拡大が図られたところです。

○ こうした中で、国は、東日本大震災以降、再生可能エネルギー
*1

の導入を促

進するとともに、平成２８年度から３２年度にかけて発送電分離等の電力シス

テム改革
*2

を段階的に進めています。

○ さらに、国は、人口減少に伴う地域経済の縮小を克服し、地方への新たな人

の流れを生み出すため、地方創生を推進していますが、本県では平成２７年

１０月に「とちぎ創生１５戦略」（栃木県版「まち・ひと・しごと創生総合戦
い ち ご

略」）を策定し、「とちぎへの新しいひとの流れをつくる」などを基本目標に

掲げ、重点的に取り組んでいます。

○ こうした経営環境の変化に的確に対応しながら、各事業の現状と課題をしっ

かりと認識し、将来にわたり安定的に事業を継続していくことが求められます。

２ 経営の現状と課題

○ 企業局では、電気、水道、工業用水道、用地造成及び施設管理の５事業を展

開し、ライフラインや産業インフラの一翼を担っています。

*1 再生可能エネルギー 太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バイオマス等の永続的に利用することができるエネル

ギー源です。資源が枯渇せず繰り返し使え、発電時や熱利用時に地球温暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど排出

しない利点があります。

*2 電力システム改革 東日本大震災による原子力発電所の事故やその後の電力需給のひっ迫を踏まえ、国が進めてい

る改革で、①広域系統運用の拡大、②小売及び発電の全面自由化、③電力会社の発電部門と送配電部門の事業を分離

し、送配電部門の中立性の一層の確保という3段階からなります。
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【企業局の事業概要】

○ 各事業の経営状況については、平成２６年度において５事業すべてで経常利

益（経常収益から経常費用を差し引いた額）を確保しています。

○ また、平成２６年度に新たな会計基準が適用されたことに伴い、たな卸資産

の時価評価、借入資本金の負債への計上などを行いましたが、一部の事業で累

積欠損金があるものの、債務超過は生じておらず、概ね経営の安定性、健全性

を確保しながら、事業を展開しています。

○ 引き続き、地方創生への貢献を念頭に置きながら、将来にわたり安定してサ

ービスを提供するとともに、経営基盤の強化に取り組んでいく必要があります。

３ 経営方針

○ 企業局の経営の基本原則は、栃木県公営企業の設置等に関する条例第３条に

規定されているとおり、「公共の福祉増進」と「企業の経済性発揮」です。

○ この基本原則のもと、次の３つの経営方針に基づき、各事業の安定的な経営

に努めます。

「安定的なサービス提供」

経営環境の変化に的確に対応し、利用者のニーズに応えられるよう、安全

・安心を確保しながら、安定的にサービスを提供します。

（各事業共通の取組）

➣計画的で効率的な検査や点検・修繕

➣老朽化に伴う施設・設備の計画的な更新

➣事故・災害対策の強化

事業 概要

①電気事業 ○ ９か所の水力発電所（合計出力60,830kW）で発電した電力を
供給。供給電力量は、一般家庭約７万世帯分の消費電力量に相当

②水道事業 ○ 北那須水道用水供給事業では、県北地域の２市に（１日最大
㎥48,000 で、使用量の約46％に相当）、鬼怒水道用水供給事業

㎥では、県央地域の２市１町１企業団に（１日最大38,000 で、使
用量の約14％に相当）、それぞれ水道用水を供給

③工業用水道事業 ○ 鬼怒工業用水事業として、県央地域の３か所の工業団地に（１日
㎥最大73,550 ）工業用水を供給

④用地造成事業 ○ ３か所の産業団地の造成・分譲（うち１か所は全区画予約済）を
進めながら、県南地区の１か所で新たな産業団地を開発

⑤施設管理事業

ⅰ)県民ゴルフ場事業 ○ 県民ゴルフ事業では、鬼怒川の河川敷（さくら市及び高根沢町）
に整備した１８ホールのゴルフ場を経営

ⅱ)賃貸ビル事業 ○ 賃貸ビル事業では、宇都宮市本町で賃貸ビルを経営
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「経営基盤の強化」

サービスの提供を安定的に継続できるよう、事業の効率化、経営の健全化

の取組を推進します。

（各事業共通の取組）

➣効率的な組織の整備

➣人材の確保・育成と技術の継承

➣適正な料金設定

➣効率的な資金管理と資金調達

➣経営情報の公開

「地域や環境への貢献」

各事業の実施を通して、地方創生に向けた地域経済の活性化や再生可能エ

ネルギーの導入拡大による地球温暖化対策など、一層地域や環境に貢献しま

す。

【企業局の経営方針】
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第３章 事業別経営戦略

１ 電気事業経営戦略

○ 電気事業は、再生可能エネルギーであり本県の地域資源でもある水力を活用

することで、私たちの生活や経済活動に欠かせない電力を安定供給するととも

に、温室効果ガスの排出抑制や県内の電力自給率の向上にも貢献しています。

○ 東日本大震災を契機として、再生可能エネルギーの更なる導入拡大が要請さ

れるとともに、電力システム改革の第二段階として、平成28年4月に、小売

業参入の全面自由化や事業類型の見直しが行われ、企業局の電気事業は、今後、

発電事業者（これまでは卸供給事業者）として電力を供給することになります。

（１）現状

○ 昭和３１年度に運転を開始した川治第一発電所をはじめ、現在、９か所の水

力発電所（合計最大出力60,830kW）で発電を行っています。

運転開始から60年を迎える川治第一発電所
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【運転中の発電所】

○ 平成２６年度の年間供給電力量は、約28万MWhとなっており、標準家庭

の約７万世帯分の消費電力量に相当します。

○ 既設の発電所のうち、４か所が運転開始後40年以上経過するなど、設備の

老朽化が進んでいます。

○ 平成27年度に、五十里ダムと大下沢の２つの地点で水力発電所の建設に着

工するとともに、小百川地点で設計業務を実施しました。

○ 経営状況については、事業開始以来継続して経常利益を確保し、経営は安定

しています。

【年間供給電力量の推移】 （単位：千MWh）

名称 発電方式 出力（kW） 使用水量(㎥/s) 運転開始日

①川治第一発電所 ダム水路式 15,300 16.60 昭和31年５月25日

②川治第二発電所 ダム水路式 2,600 12.52 昭和33年６月27日

③風見発電所 水路式 10,200 42.00 昭和39年４月４日

④板室発電所 ダム水路式 16,100 9.00 昭和48年５月31日

⑤深山発電所 水路式 2,300 2.00 昭和59年４月18日

⑥足尾発電所 ダム水路式 10,000 12.50 昭和60年10月18日

⑦東荒川発電所 ダム式 600 1.60 平成２年４月１日

⑧木の俣発電所 水路式 3,600 2.20 平成５年３月25日

⑨小網発電所 ダム式 130 1.31 平成19年12月１日

合計出力 60,830
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【料金収入及び経常損益の推移】 （単位：百万円）

（２）課題

○ 電力の安定供給

➣ 電力を安定的に供給していくためには、施設・設備の適切な維持管理が不

可欠であることから、老朽化施設について、機器の状況を的確に把握し、経

済性や機能性を考慮しながら、最適な時期や手法による改修等を行っていく

ことが必要です。

➣ 事故や災害が発生した際に、発電への影響を最小限に抑えられるよう、事

故・災害対策を強化することが必要です。

○ 水力発電の推進

➣ 固定価格買取制度
*1

を活用し、新たな水力発電所の建設を計画的に推進す

るとともに、既設発電所については、発電能力の向上に取り組んでいくこと

が必要です。

➣ 今後は、水力発電の開発可能地点の奥地化による建設費の上昇や、発電能

力の小規模化による事業採算性の低下が懸念されることから、こうした条件

に適合した開発手法について検討していくことが必要です。

○ 経営基盤の強化

➣ 電力システム改革に伴う経営環境の変化に的確に対応していくことが必要

です。

*1 固定価格買取制度 再生可能エネルギーで発電した電気を、小売電気事業者が一定価格で買い取ることを国が約束

する制度です。
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○ 人材育成

➣ 電力の安定供給のためには、技術・技能の低下を招かないよう、人材の確

保・育成と技術の継承が必要です。

○ 環境対策

➣ 省エネや環境に配慮した機器等への更新が求められます。

（３）経営方針

○ 電力の安定供給

➣ 電気事業の改修計画に基づき、着実に改修等を実施し、信頼性と安全性を

向上します。

➣ 事故・災害発生時等の対策を強化します。

○ 水力発電の推進

➣ 建設着工地点について、早期の運転開始に向け、計画的な取組を進めます。

➣ 固定価格買取制度を活用した既設発電所の更新を推進します。

○ 経営基盤の強化

➣ 電力システム改革による影響に的確に対応し、固定価格買取制度等を活用

しながら、経営基盤を強化します。

○ 人材育成

➣ 計画的な研修の実施や業務に必要な資格取得を支援し、職員の技術力向上

を図ります。

○ 環境対策

➣ 環境に配慮した高効率・省エネ機器を導入します。

（４）収支計画

※ 収益的収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込みの金額です。

※ この収支計画において、剰余金の処分（建設改良積立金の積立等）は考慮していません。

（単位：百万円）
年度 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

収 益 的 収 入 料金収入 2,000 1,997 1,965 2,558 2,671 2,318 2,454 3,362 3,693 3,423
収 支 その他収入 67 67 67 67 67 67 67 66 66 66

小計 2,067 2,064 2,032 2,625 2,738 2,385 2,521 3,428 3,759 3,489
支 出 人件費 474 441 452 455 472 450 448 456 456 448

減価償却費 442 438 438 484 498 500 484 631 618 632
修繕費 290 256 244 444 335 204 337 167 231 167
その他支出 854 764 718 910 1,116 909 920 768 1,042 844
小計 2,060 1,899 1,852 2,293 2,421 2,063 2,189 2,022 2,347 2,091

経常損益 7 165 180 332 317 322 332 1,406 1,412 1,398
資 本 的 収 入 借入金 221 702 68 455 566 1,598 1,015 0 0 0
収 支 その他収入 4 4 3 4 4 3 4 3 3 4

小計 225 706 71 459 570 1,601 1,019 3 3 4
支 出 建設改良費 637 1,392 1,082 1,439 799 1,828 1,762 65 537 39

借入金償還金 233 205 185 189 184 183 159 103 122 88
その他支出 12 12 12 12 12 12 2 2 2 2
小計 882 1,609 1,279 1,640 995 2,023 1,923 170 661 129

差 引 △ 657 △ 903 △ 1,208 △ 1,181 △ 425 △ 422 △ 904 △ 167 △ 658 △ 125
借入金残高 1,366 1,863 1,746 2,012 2,394 3,809 4,665 4,562 4,440 4,352
剰余金（△は欠損金）残高 7 172 352 684 1,001 1,323 1,655 3,061 4,473 5,871
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○ 供給電力量が最大である風見発電所の全面改修による運転停止のため、平成

31年度から34年度までの間、料金収入は減少しますが、新たに建設する発電

所の運転開始により補います。

○ 平成35年度から固定価格買取制度に移行した風見発電所の運転再開により、

大幅な増収を図ります。

○ 新たな水力発電所の建設工事や風見発電所の全面改修工事については、借入

れを行うことなどにより実施します。

（５）実施計画（平成２８～３２年度）

【計画業務量】 （単位：MWh）

年 度 H28 H2９ H３０ H３１ H３２ 備 考

年間供給電力量 248,000 253,000 254,000 253,000 229,000

○ 電力の安定供給

➣ 改修計画に基づき、着実に改修・修繕等を実施します。

➣ 定期的に保安訓練、防災訓練等を実施します。

足尾発電所の取水ダムである庚申ダム 発電所の運転を行っている監視制御室（今市発電管理事務所）

各年度の計画業務量を次のとおり設定し、電気事業を推進します。
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○ 水力発電の推進

➣ 着実に建設を推進し、大下

沢発電所は平成29年度、五

十里発電所及び小百川発電所

は平成30年度に運転を開始

します。

➣ 風見発電所は、平成31年

度から34年度までに全面改

修を行い、固定価格買取制度

へ移行して、平成35年度に

運転を再開します。 五十里ダムからの放流水を利用する五十里発電所（完成予想図）

➣ 固定価格買取制度や発電コスト低減等に資する新技術を活用した新規開発

の事業化の検討を進めます。

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

ダム耐震性能照査
（小網ダム、庚申ダム）

川治第一発電所電気設備更新

川治第二発電所電気設備更新

足尾発電所電気設備更新

足尾発電所内部点検

深山発電所内部点検

風見発電所全面改修 H35.4
基本設計 実施設計 運転再開

保安訓練、防災訓練

現地工事
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○ 経営基盤の強化

➣ 固定価格買取制度の適用等により、安定した収入を確保します。

○ 人材育成

➣ ＯＪＴ実施による技術継承を推進します。

➣ 内部研修を充実させるとともに、水力発電所の保守や新規開発に関する外

部研修に職員を計画的に参加させ、技術力向上を図ります。

➣ ダム管理技術者、高圧・特別高圧電気取扱者講習等の業務に必要な資格取

得を支援し、有資格者数の増加を図ります。

○ 環境対策

➣ 機器更新・発電所建設の際に、高効率・省エネ機器を導入します。

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

大下沢発電所建設 H30.1
運転開始

五十里発電所建設 H31.3
機器製作 運転開始

小百川発電所建設 H31.3
機器製作 運転開始

風見発電所全面改修 H35.4
基本設計 実施設計 運転再開

新規開発の事業化検討

現地工事

現地工事

現地工事

現地工事

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

技術継承、研修の充実、資格
取得支援
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２ 水道事業経営戦略

○ 水道事業は、水源の広域的な有効利用や財政投資の効率性を考慮し、合理的

な運営及び安定した水の供給に努めています。

○ 広域的に事業を行うことにより、料金の低廉化、長期的な設備投資による安

定供給、災害時の総合的な調整等に寄与しています。

（１）現状

○ 昭和53年度に供給を開始した北那須水道用水供給事業と、昭和62年度に供

給を開始した鬼怒水道用水供給事業を経営しています。

北那須水道事務所 鬼怒水道事務所

○ 供給水量は、県北の２市を対象とする北那須水道用水供給事業では、わずか

に増加傾向にあり、県央地域の２市１町１企業団を対象とする鬼怒水道用水供

給事業では、横ばいとなっています。

【水道用水供給事業の概要】

○ 経営状況については、北那須水道用水供給事業は平成10年度に、鬼怒水道

用水供給事業は平成11年度に累積欠損金を解消しており、現在は、両事業と

も経常利益を確保し、経営は安定しています。

北那須水道用水供給事業 鬼怒水道用水供給事業

給水開始 昭和53年４月 昭和62年10月

水源 深山ダム 川治ダム

給水対象区域 大田原市、那須塩原市 宇都宮市、真岡市、高根沢町、

芳賀中部上水道企業団（芳賀町、

益子町）

一日平均協定 30,950㎥/日（平成26年度） 30,260㎥/日（平成26年度）

水量

備考 給水対象区域の使用量の46％を 給水対象区域の使用量の14％を供

供給（平成26年度） 給（平成26年度）
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○ 料金については、責任水量制
*1

とする単一料金制
*2

を採用しており、平成26

年度の料金改定時に単価引下げを行いました。

【年間供給水量の推移】 ㎥（単位：千 ）

【料金収入及び経常損益の推移】 （単位：百万円）

*1 責任水量制 実給水量があらかじめ協定した水量を下回った場合でも、その水量分を受水したものとして料金を徴

収する制度です。

*2 単一料金制 使用水量に応じて料金を徴収する制度です。
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（２）課題

○ 安全で安心な水道水の供給

➣ 安全で安心な水道水の安定供給のためには、最適な時期や手法による設備

の点検・補修と計画的な更新等が必要です。

➣ 水質監視体制の充実を図り、「水安全計画
*1

」に基づき、適切に水質を管

理することが必要です。

○ 災害に強く、強靭な施設と体制づくり、水質事故等の対応強化

➣ 地震、渇水、風水害等の非常時に、迅速かつ的確に対応できるよう、応急

復旧体制を強化するとともに、施設の更なる耐震化等が必要です。

➣ 水質事故は事前防止が基本ですが、発生時には給水にできるだけ支障が生

じないよう、迅速な対応が必要です。

○ 経営基盤の強化

➣ 供給体制の持続性を確保するため、更新費用等とバランスのとれた料金の

設定が必要です。

○ 人材育成

➣ 水道水の安定供給のためには、技術・技能の低下を招かないよう、人材の

確保・育成と技術の継承が必要です。

○ 環境対策

➣ 省エネや環境に配慮した機器等への更新が求められます。

（３）経営方針

○ 安全で安心な水道水の供給

➣ 設備更新等の計画に基づき、着実な設備の更新を図り、信頼性と安全性を

向上します。

➣ 「水安全計画」に基づき、適切な水質管理、運転管理を実施します。

➣ 水質監視、水質検査体制及び施設防護対策を充実します。

○ 災害に強く、強靭な施設と体制づくり、水質事故等の対応強化

➣ 災害発生時の応急復旧体制の強化を図るとともに、基幹施設の耐震化に計

画的に取り組みます。

➣ 他の水道事業者等との連携体制の強化を図ります。

*1 水安全計画 水源から送水に至る全ての段階において危害評価と危害管理を行い、安全で安心な水の供給を確実に

する水道システムを構築する手法です。
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○ 経営基盤の強化

➣ 健全な事業の運営を持続するため、適正な料金を設定します。

○ 人材育成

➣ 計画的な研修の実施や業務に必要な資格取得を支援し、職員の技術力向上

を図ります。

○ 環境対策

➣ 環境に配慮した高効率・省エネ機器を導入します。

（４）収支計画

※ 収益的収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込みの金額です。

※ この収支計画において、剰余金の処分（建設改良積立金の積立等）は考慮していません。

○ 料金収入は、北那須水道用水供給事業、鬼怒水道用水供給事業ともに横ばい

です。

○ 建設改良工事に伴い減価償却費が増加しますが、支出の抑制に努め、経常利

益の確保を図ります。

○ 取水場受変電設備更新や中央監視制御装置更新等の工事については、利益剰

余金等を活用することにより実施します。

（単位：百万円）
年度 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

収 益 的 収 入 料金収入 1,838 1,838 1,838 1,843 1,838 1,838 1,838 1,843 1,838 1,838
収 支 その他収入 93 78 78 75 75 73 73 72 72 72

小計 1,931 1,916 1,916 1,918 1,913 1,911 1,911 1,915 1,910 1,910
支 出 人件費 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324

減価償却費 545 569 599 664 715 708 731 734 756 772
修繕費 190 126 129 83 84 86 79 80 85 88
その他支出 741 725 755 765 678 685 707 677 675 679
小計 1,800 1,744 1,807 1,836 1,801 1,803 1,841 1,815 1,840 1,863

経常損益 131 172 109 82 112 108 70 100 70 47
資 本 的 収 入 借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
収 支 その他収入 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

小計 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
支 出 建設改良費 1,259 903 1,356 924 272 616 562 760 461 613

借入金償還金 181 152 139 131 125 116 106 82 58 49
その他支出 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
小計 1,448 1,063 1,503 1,063 405 740 676 850 527 670

差 引 △ 1,447 △ 1,062 △ 1,502 △ 1,062 △ 404 △ 739 △ 675 △ 849 △ 526 △ 669
借入金残高 1,024 872 733 602 477 361 255 173 115 66
剰余金（△は欠損金）残高 131 303 412 494 606 714 784 884 954 1,001
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（５）実施計画（平成２８～３２年度）

【計画業務量】 ㎥（単位：千 ）

年 度 H28 H2９ H３０ H３１ H３２ 備 考

年間供給水量 (北那須) 11,300 11,300 11,300 11,300 11,300

年間供給水量 (鬼 怒) 10,900 11,000 11,000 11,100 11,000

合 計 22,200 22,300 22,300 22,400 22,300

○ 安全で安心な水道水の供給

➣ 設備更新等の計画に基づ

き、着実に設備を更新し、施

設の強靱化を推進します。ま

た、３年毎に設備更新等の計

画の見直しを行います。

➣ 安全な水質維持のための、

水質監視体制、施設防護対策

を充実します。

➣ 定期的な水質検査の実施と

精度管理による信頼性の確

保に努めます。
検査機器を使った水質の分析

➣ 水質検査結果等について、ホームページを通して住民等への情報発信を行

います。

各年度の計画業務量を次のとおり設定し、水道事業を推進します。

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

設備更新等の計画に基づく更 水質検査
新工事等の実施 機器を含
設備更新等の計画の見直し む
（3年毎）

水質監視体制、施設防護対策
等の充実
・機械警備導入(北那須)
・油分検出計設置(北那須)
・ろ過池覆蓋化実施(鬼怒)

水質検査計画の作成・公表、
検査結果公表、精度管理
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○ 災害に強く、強靭な施設と体制づくり、水質事故等の対応強化

➣ 設備更新等の計画に基づ

き、着実に設備を更新し、施

設の強靱化を推進します。ま

た、３年毎に設備更新等の計

画の見直しを行います。（再

掲）

➣ 施設の耐震化への取組を推

進します。

➣ 異常水質や停電等を想定し

た防災訓練を実施します。

➣ 災害発生に備えて他の水道事
埋設管路の劣化診断調査

業者等との連携を図り、資器材の配備等応急復旧体制の強化を図ります。

○ 経営基盤の強化

➣ 計画的な施設の修繕・更新等を実施するため、適正な料金の設定を行いま

す。

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

設備更新等の計画に基づく更
新工事等の実施
設備更新等の計画の見直し
（3年毎）

耐震化への取組
・管路劣化診断(北那須)
・可とう管修繕(鬼怒)
・3系薬品沈澱池築造(鬼怒) H26からの

継続事業

災害想定訓練の実施

応急復旧体制の強化

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

適正な料金設定
料金検討 料金検討
（鬼怒） （北那須）
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○ 人材育成

➣ ＯＪＴ実施による技術継承を推進します。

➣ 内部研修を充実させるとともに、運転管理、保守管理、水質管理に関する

外部研修に職員を計画的に参加させ、技術力向上を図ります。

災害発生時に備えた、タンク車から給水袋へ水を注入する訓練

➣ 酸素欠乏危険作業主任者講習、危険物取扱者等の業務に必要な資格取得を

支援し、有資格者数の増加を図ります。

○ 環境対策

➣ 機器更新の際に、高効率・省エネ機器を導入します。

➣ 浄水発生土の資源化利用を引き続き推進します。

➣ 指定廃棄物は、引き続き適切に保管します。

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

技術継承、研修の充実、資格
取得支援

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

高効率・省エネルギー機器の
導入
・更新工事におけるインバー
ター採用

浄水発生土の資源化利用
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３ 工業用水道事業経営戦略

○ 工業用水道事業は、産業団地への工業用水の安定供給により、本県産業の発

展に貢献しています。また、表流水の有効活用により、地下水保全にも寄与し

ています。

（１）現状

○ 工業用水道事業は、鬼怒水道用水供給事業との共同施設として、昭和57年

度から給水を開始しました。現在、清原工業団地等の49の事業所に工業用水

を供給しています。

○ 工業用水の需要は、企業の節水努力とリサイクル水の利用推進等により、伸

び悩みの状況にあります。

工業用水給水対象区域の一つである清原工業団地

【鬼怒工業用水道事業の概要】

鬼怒工業用水道事業

給水開始 昭和57年10月

給水対象区域 清原工業団地、芳賀工業団地、芳賀・高根沢工業団地 ほか

基本供給水量 24,919㎥/日（平成27年3月31日現在）
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【年間実供給水量の推移】 ㎥（単位：千 ）

○ 経営状況については、平成７年度以降経常利益を確保しており、平成20年

度には累積欠損金を解消し、経営は安定しています。

○ 料金については、二部料金制
*1

を採用しており、平成24年度料金改定時に

料金の引下げを行っています。

【料金収入及び経常損益の推移】 （単位：百万円）

*1 二部料金制 基本料金と使用料金を組み合わせた制度です。
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（２）課題

○ 工業用水の安定供給

➣ 工業用水を安定的に供給するためには、最適な時期や手法による設備の点

検・補修と計画的な更新等が必要です。

○ 新規需要の開拓

➣ より安定した経営を図るため、工業用水の新規需要を開拓し、供給水量を

拡大していく必要があります。

○ 災害に強く、強靭な施設と体制づくり、水質事故等の対応強化

➣ 地震、渇水、風水害等の非常時に、迅速かつ的確に対応できるよう、応急

復旧体制を強化するとともに、施設の更なる耐震化等が必要です。

➣ 水質事故は事前防止が基本ですが、発生時には給水にできるだけ支障が生

じないよう、迅速な対応が必要です。

○ 経営基盤の強化

➣ 供給体制の持続性を確保するため、更新費用等とバランスのとれた料金の

設定が必要です。

○ 人材育成

➣ 工業用水の安定供給のためには、技術・技能の低下を招かないよう、人材

の確保・育成と技術の継承が必要です。

○ 環境対策

➣ 省エネや環境に配慮した機器等への更新が求められます。

（３）経営方針

○ 工業用水の安定供給

➣ 設備更新等の計画に基づき、着実な設備の更新を図り、信頼性と安全性を

向上します。

➣ 水質監視、水質検査体制及び施設防護対策を充実します。

○ 新規需要の開拓

➣ 関係部局等と連携し、工業用水の需要拡大に取り組みます。

○ 災害に強く、強靭な施設と体制づくり、水質事故等の対応強化

➣ 災害発生時の応急復旧体制の強化を図るとともに、基幹施設の耐震化に計

画的に取り組みます。

➣ 関係機関との連携体制の強化を図ります。

○ 経営基盤の強化

➣ 健全な事業の運営を持続するため、適正な料金を設定します。
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○ 人材育成

➣ 計画的な研修の実施や業務に必要な資格取得を支援し、職員の技術力向上

を図ります。

○ 環境対策

➣ 環境に配慮した高効率・省エネ機器を導入します。

（４）収支計画

※ 収益的収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込みの金額です。

※ この収支計画において、剰余金の処分（建設改良積立金の積立等）は考慮していません。

○ 料金収入は横ばいですが、建設改良工事の実施により減価償却費が増加する

ことから、経常利益の減少が見込まれますので、支出の抑制に加え、新規需要

の開拓に努めます。

○ 取水場受変電設備更新等の工事については、利益剰余金等を活用することに

より実施します。

（単位：百万円）
年度 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

収 益 的 収 入 料金収入 507 507 507 508 507 507 507 508 507 507
収 支 その他収入 199 121 121 121 121 120 120 119 118 115

小計 706 628 628 629 628 627 627 627 625 622
支 出 人件費 53 53 53 53 53 53 53 53 53 53

減価償却費 181 201 218 222 246 249 256 275 297 301
修繕費 57 26 26 26 26 26 11 11 11 11
その他支出 325 235 229 230 215 220 237 243 214 230
小計 616 515 526 531 540 548 557 582 575 595

経常損益 90 113 102 98 88 79 70 45 50 27
資 本 的 収 入 借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
収 支 その他収入 20 17 12 10 39 4 1 0 0 0

小計 20 17 12 10 39 4 1 0 0 0
支 出 建設改良費 220 362 289 198 89 125 399 472 104 371

借入金償還金 74 72 69 62 59 57 51 50 50 50
その他支出 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
小計 298 438 362 264 152 186 454 526 158 425

差 引 △ 278 △ 421 △ 350 △ 254 △ 113 △ 182 △ 453 △ 526 △ 158 △ 425
借入金残高 2,487 2,415 2,346 2,284 2,225 2,168 2,117 2,067 2,017 1,967
剰余金（△は欠損金）残高 90 203 305 403 491 570 640 685 735 762
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（５）実施計画（平成２８～３２年度）

【計画業務量】 ㎥（単位：千 ）

年 度 H28 H2９ H３０ H３１ H３２ 備 考

年間基本供給水量
*1

9,200 9,200 9,200 9,300 9,200

年間実供給水量
*2

5,700 5,700 5,700 5,700 5,700

○ 工業用水の安定供給

➣ 設備更新等の計画に基づ

き、着実に設備を更新し、施

設の強靱化を推進します。ま

た、３年毎に設備更新等の計

画の見直しを行います。

➣ 受水企業へ水質検査結果等

の情報を発信します。

工業用水道施設（安定供給を図るためH26に配水池を増設）

*1 基本供給水量 基本料金の算定の基礎となる水量です。

*2 実供給水量 実際に使用した水量で、使用料金の算定の基礎となる水量です。

各年度の計画業務量を次のとおり設定し、工業用水道事業を推進します。

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

設備更新等の計画に基づく更 水質検査
新工事等の実施 機器を含
設備更新等の計画の見直し む
（3年毎）

水質検査結果等の情報発信
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○ 新規需要の開拓

➣ 工業団地管理組合等と連携し、立地企業等の工業用水ニーズの情報を収集

して利用促進を働きかけます。

➣ 新たな受水企業の誘致を図るための活動を継続します。

○ 災害に強く、強靭な施設と体制づくり、水質事故等の対応強化

➣ 設備更新等の計画に基づ

き、着実に設備を更新し、施

設の強靱化を推進します。ま

た、３年毎に設備更新等の計

画の見直しを行います。（再

掲）

➣ 施設の耐震化への取組を推

進します。

➣ 異常水質や停電等を想定し

た防災訓練を実施します。

➣ 災害発生に備えて関係機関 国道拡張工事に伴う配水管の布設替え（耐震管使用）

との連携を図り、資器材の配備等応急復旧体制の強化を図ります。

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

設備更新等の計画に基づく更
新工事等の実施
設備更新等の計画の見直し
（3年毎）

耐震化への取組
・配水池導流壁修繕

災害想定訓練の実施

応急復旧体制の強化

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

工業用水ニーズの情報収集

新たな受水企業の誘致活動
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○ 経営基盤の強化

➣ 計画的な施設の修繕・更新等を実施するため、適正な料金の設定を行いま

す。

○ 人材育成

➣ ＯＪＴ実施による技術継承を推進します。

➣ 共通事項が多い水道事業と協調し、内部研修の充実や外部研修への参加に

より、技術力向上を図ります。

○ 環境対策

➣ 機器更新の際に、環境に配慮し高効率・省エネ機器を導入します。

➣ 浄水発生土の資源化利用を引き続き推進します。

➣ 指定廃棄物は、引き続き適切に保管します。

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

技術継承、研修の充実、資格
取得支援

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

高効率・省エネルギー機器の
導入
・更新工事におけるインバー
ター採用

浄水発生土の資源化利用

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

適正な料金設定
料金検討



- 27 -

４ 用地造成事業経営戦略

○ 用地造成事業は、特に自動車・航空・産業用等の輸送用機械、医薬・医療関

連の全国有数の集積地となっている本県の強みを活かし、成長性に富んだ優良

企業を誘致することで、地域の自立的・持続的発展と本県経済の成長、雇用の

確保に寄与しています。

（１）現状

○ 県と市町との役割分担と相互協力のもと、適切な価格で良質な産業団地を供

給しており、これまで、１１か所の産業団地の分譲を完了し、合計407.1ha

を分譲してきました。

○ 平成２６年度に、みぶ羽生田産業団地への大規模立地が決定し、現在、矢板

南産業団地、大和田産業団地の早期分譲に向け、企業誘致活動を展開していま

す。

矢板南産業団地 大和田産業団地

○ 北関東自動車道や首都圏中央連絡自動車道（圏央道）など、広域的交通ネッ

トワークの充実に伴う更なるアクセス性の向上を活かし、平成２７年度から、

足利市（八坂第二工業団地西側地区）において、新たな産業団地の整備に着手

しています。

【産業団地一覧（造成中・分譲中）】

○ 分譲に当たっては、景気の動向や企業ニーズを踏まえ、これまで、割賦制度

をはじめ多様な分譲制度を導入したほか、分譲価格の見直し（値下げ）を実施

しました。

団地名 所在地 団地面積(ha) 分譲面積(ha) 分譲開始～終了年度

矢板南 矢板市 77.2 47.4 平成９年度～

大和田 真岡市 32.9 21.2 平成15年度～

みぶ羽生田 壬生町 86.5 70.3 平成24～30年度(予約済)

(※八坂第二工業 足利市 18.4 13.0 平成31年度～(予定)
団地西側地区)

※ 団地の正式名称は、現在検討中です。
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【年間分譲面積の推移】 （単位：ha）

○ 経営状況については、平成２６年度にみぶ羽生田産業団地の分譲収益により

経常利益を確保するとともに、企業債の一部繰上償還を実施し、負債を大幅に

縮小しました。

○ 平成４年以降の連続的な地価下落の影響による分譲価格の「原価割れ」に伴

い、これまで経常損失による累積欠損金が生じていました。それに加え、平成

２６年度の会計基準の見直しにより、未分譲用地の時価評価等を行い、特別損

失を計上しましたが、債務超過の状態には至っていません。

【分譲収益及び経常損益の推移】 （単位：百万円）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25

-2000

-1000

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

H22 H23 H24 H25 H26

分譲収益

経常損益



- 29 -

（２）課題

○ 魅力ある産業団地の安定的な供給

➣ 地方創生に貢献していくため、過去に多数の産業団地を供給してきた実績

と、培ってきた技術、蓄積されたノウハウを活用し、産業基盤の整備を推進

する必要があります。

➣ 多くの企業から立地場所として選ばれるためには、事業の採算性を確保し

つつ、企業にとって魅力ある産業団地を提供することが必要です。

➣ 分譲中の産業団地については早期分譲が、造成中の産業団地については円

滑な造成・分譲が必要です。

○ 経営基盤の強化

➣ 新たな産業団地整備については、計画から分譲開始まで一定の期間を要す

ることから、景気動向等外部環境の変動に対するリスク管理が必要です。

➣ 経営の健全性を確保するため、企業債等の借入金残高の縮減等を図ること

が必要です。

○ 地域や環境への貢献

➣ 周辺環境に配慮した産業基盤の整備とともに、環境活動等を通した地域へ

の貢献が期待されています。

（３）経営方針

○ 魅力ある産業団地の安定的な供給

➣ 企業ニーズを的確に捉え、地域の発展に資する魅力的な産業団地を供給し

ます。

➣ 関係機関や地元市町と一体となった誘致活動により、未分譲用地の早期分

譲を図ります。

➣ 造成中の産業団地について、計画的、効率的に事業を推進します。

○ 経営基盤の強化

➣ 経済情勢や企業動向を的確に捉えるとともに、地元市町等との適切な役割

分担を行い、産業基盤の整備に取り組みます。

➣ 分譲収益等を活用した企業債等借入金の早期償還により、金利負担の軽減

を図ります。

○ 地域や環境への貢献

➣ 産業団地造成の関連事業として、環境学習活動や森林保全活動を実施しま

す。
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（４）収支計画

※ 収益的収支、資本的収支ともに消費税込みの金額です。

○ 現在、造成・分譲中の矢板南、大和田、みぶ羽生田の各産業団地と新たに足

利市において整備する産業団地の早期分譲を図り、分譲収益の確保に努めます。

（５）実施計画（平成２８～３２年度）

【計画業務量】 （単位：ha）

年 度 H28 H2９ H３０ H３１ H３２ 備 考

産業団地分譲面積 8.0 5.2 9.3 7.3 7.0

○ 魅力ある産業団地の安定的な供給

➣ 地元市町等との適切な役割分担を行いながら、造成コストの縮減を図り、

競争力のある分譲価格を設定します。

➣ 企業ニーズを的確に把握し、立地条件等を含め付加価値の高い産業団地を

供給します。

➣ 様々なメディアを活用したＰＲ活動の積極的展開と、関係部局や地元市町

をはじめ、ゼネコン、金融機関等関係機関との連携を強化し、一体的な企業

誘致活動を展開することで、未分譲用地の早期分譲に努めます。

各年度の計画業務量を次のとおり設定し、用地造成事業を推進します。

（単位：百万円）
年度 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

収 益 的 収 入 分譲収益 1,187 731 1,340 1,299 1,143 887 400 500 750 837
収 支 その他収入 38 36 32 32 32 32 32 32 23 13

小計 1,225 767 1,372 1,331 1,175 919 432 532 773 850
支 出 人件費 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63

分譲原価 926 501 938 1,075 1,028 798 320 400 600 669
その他支出 96 74 92 68 61 50 48 47 47 46
小計 1,085 638 1,093 1,206 1,152 911 431 510 710 778

経常損益 140 129 279 125 23 8 1 22 63 72
資 本 的 収 入 借入金 484 693 1,113 325 415 799 465 310 415 774
収 支 その他収入 12 10 11 10 10 11 10 11 11 10

小計 496 703 1,124 335 425 810 475 321 426 784
支 出 建設改良費 486 693 1,113 325 415 799 465 310 415 774

借入金償還金 1,839 1,050 1,921 1,116 1,028 798 320 400 600 669
その他支出 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
小計 2,330 1,748 3,039 1,446 1,448 1,602 790 715 1,020 1,448

差 引 △ 1,834 △ 1,045 △ 1,915 △ 1,111 △ 1,023 △ 792 △ 315 △ 394 △ 594 △ 664
借入金残高 8,454 8,097 7,289 6,498 5,885 5,886 6,031 5,941 5,756 5,861
剰余金（△は欠損金）残高 △ 9,228 △ 9,099 △ 8,820 △ 8,695 △ 8,672 △ 8,664 △ 8,663 △ 8,641 △ 8,578 △ 8,506
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➣ みぶ羽生田産業団地については、立地企業の円滑な操業開始に向けて、壬

生町や関係機関等と緊密に連携し、工場建設計画等に沿った造成・分譲を進

めます。

➣ 足利市（八坂第二工業団地

西側地区）において新たに整

備を進める産業団地について

は、足利市や関係機関等と緊

密に連携し、早期造成・分譲

に向けた取組を展開します。

➣ 企業ニーズや経済動向を踏

まえた産業基盤の整備につい

ては、関係部局や各市町等と

連携して適切に対応します。
足利市において新たに産業団地の整備を進める地区

○ 経営基盤の強化

➣ 地元市町等との適切な役割分担を行い、造成コストの縮減に努めます。

➣ 分譲収益等を活用した企業債等借入金の早期償還により、金利負担の軽減

を図ります。

○ 地域や環境への貢献

➣ 地元児童や保護者等を対象とした環境学習活動や森林保全活動等による自

然環境保全の取組について、市町や関係部局、民間企業等と連携して、継続

的に実施します。

取組 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 備考

矢板南産業団地
分譲

大和田産業団地

みぶ羽生田産業団地

新たな産業団地（八坂第二工 H33分譲
業団地西側地区（足利市）） 造成 完了予定

分譲

造成・分譲

分譲
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５ 施設管理事業（県民ゴルフ場事業）経営戦略

○ 県民ゴルフ場は、県民のスポーツレクリエーション需要に応えるとともに、

県民の健康づくりの一環として、ジュニアからシニアまで、幅広い客層の方々

に比較的安価なプレイ料金で楽しむ機会を提供しています。

（１）現状

○ 県民ゴルフ場は、さくら市及び高根沢町の鬼怒川河川敷に平成4年度から営

業を開始した本格的なパブリックコースです。

県民ゴルフ場

○ 近年、ゴルフ人口の減少や民間ゴルフ場の料金の低下など、厳しい経営環境

にあります。

○ 民間の経営ノウハウを活用して県民ゴルフ場の運営を行うため、平成２１年

度から指定管理者制度を導入しています。

○ 平成22年度には過去最大の32,149人の利用者を記録し、その後、東日本

大震災等の影響もあり、24,000人前後で低迷していましたが、平成26年度

は、新たな指定管理者と連携し、サービス向上等の利用促進に努めた結果、利

用者が30,272人と増加しています。

○ より多くの方々に親しみを持っていただけるよう、平成２７年度にゴルフコ

ースの愛称を公募し、「●●●●●」という愛称を定めました。
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【施設概要】

【年間利用者数の推移】 （単位：人）

○ 経営状況については、累積欠損金はあるものの、指定管理者制度の導入や経

費の縮減等の効果もあり、平成23年度以降は経常利益を確保し、経営は安定

しています。

【納付金収入及び経常損益の推移】 （単位：百万円）
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（２）課題

○ 満足度の高いサービスの提供

➣ 満足度の高いサービスを提供するとともに、施設のアメニティー面の改善

を進める必要があります。

○ 老朽化に対応した計画的な改修

➣ 設備の老朽化の状況を的確に把握し、最適な時期や手法による更新等を実

施する必要があります。

○ 経営基盤の強化

➣ 安定経営を図るため、指定管理者と連携して、年間利用者数の増加に取り

組む必要があります。

○ 県民の健康増進、余暇活動の充実への貢献

➣ 県民の健康づくりのためのゴルフ場としての取組を強化する必要がありま

す。

（３）経営方針

○ 満足度の高いサービスの提供

➣ 利用者のニーズを的確に把握するとともに、フラットなゴルフコースとい

う強みを最大限活用した運営により、顧客満足度の向上に努めます。

○ 老朽化に対応した計画的な改修

➣ 計画的な改修等を実施し、設備の長寿命化を図ります。

○ 経営基盤の強化

➣ 年間利用者数の増加を図るため、指定管理者と連携して、営業活動を強化

します。

○ 県民の健康増進、余暇活動の充実への貢献

➣ ジュニアからシニアまで、幅広い年齢層の方々が気軽にゴルフを楽しめる

環境を整備します。
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（４）収支計画

※ 収益的収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込みの金額です。

○ 現在の納付金収入では、経営状況を改善することは困難なため、支出の抑制

に努め、経常利益の確保を図ります。また、サービス向上の取組を通じて、県

民ゴルフ場の年間利用者数の増加に努めます。

（５）実施計画（平成２８～３２年度）

【計画業務量】 （単位：人）

年 度 H28 H2９ H３０ H３１ H３２ 備 考

年間利用者数 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000

○ 満足度の高いサービスの提供

➣ フラットなコースを活かし、シニアや女性の利用を促進します。

➣ 利用者のニーズを的確に把握し、サービス向上やアメニティー面の充実を

推進します。

➣ 季節や利用者の年齢等の状況に応じた柔軟なプレイ料金を設定します。

➣ 常に良好なコースコンディションを維持します。

各年度の計画業務量を次のとおり設定し、県民ゴルフ場事業を推進します。

（単位：百万円）
年度 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

収 益 的 収 入 納付金収入 18 19 19 18 18 19 20 20 18 18
収 支 その他収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 18 19 19 18 18 19 20 20 18 18
支 出 人件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減価償却費 11 11 11 11 11 11 12 12 10 4
修繕費 3 1 1 1 3 1 1 2 1 2
その他支出 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
小計 15 13 13 13 15 13 14 15 12 7

経常損益 3 6 6 5 3 6 6 5 6 11
資 本 的 収 入 借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
収 支 その他収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支 出 建設改良費 1 4 0 4 0 4 0 4 0 0

借入金償還金 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14
その他支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
小計 15 18 14 18 14 18 14 18 14 14

差 引 △ 15 △ 18 △ 14 △ 18 △ 14 △ 18 △ 14 △ 18 △ 14 △ 14
借入金残高 310 296 282 268 254 240 226 212 198 184
剰余金（△は欠損金）残高 △ 1,157 △ 1,151 △ 1,145 △ 1,140 △ 1,137 △ 1,131 △ 1,125 △ 1,120 △ 1,114 △ 1,103
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○ 老朽化に対応した計画的な改修

➣ 空調等の設備更新を行います。

○ 経営基盤の強化

➣ 指定管理者からの事業報告等に基づき、指導、助言、協力を行い、一体と

なった業務改善を実施します。

➣ マスメディアやインターネットを活用して効率的な営業活動に努めます。

○ 県民の健康増進、余暇活動の充実への貢献

➣ 県のイベント等と連動したプレイ料金の割引を実施します。

➣ ゴルフを通した健康づくりや仲間づくりを図れるよう、定期的に各種コン

ペを開催します。

➣ １人での利用や早朝の利用など、利用者ニーズに対応したプレイスタイル

を提供します。
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６ 施設管理事業（賃貸ビル事業）経営戦略

○ 賃貸ビルは、宇都宮市内に分散する公共的団体等の入居による県民の利便性

の向上や土地の高度利用による宇都宮市中心市街地の活性化を目的として経営

しています。

（１）現状

○ 平成15年４月から、公共的団体等を対

象とした賃貸ビルとして「本町合同ビ

ル」の営業を開始し、平成15年６月から

平成20年４月までの間、全館を県庁舎建

て替えのための仮庁舎とし県に賃貸しま

した。

○ 平成20年５月に６階から９階部分

を、平成22年３月には１階部分をそれぞ

れ売却（区分所有）し、現在は２階から

５階について賃貸を行っています。

本町合同ビル

【施設概要】

建築概要 入居団体（平成27年４月１日現在）

建物名称 栃木県本町合同ビル ９Ｆ

所在地 宇都宮市本町 ８Ｆ
栃木県国民健康保険団体連合会

敷地面積 1,703.76 ㎡ ７Ｆ

延床面積 8,571.45 ㎡ ６Ｆ

建築面積 988.55 ㎡ ５Ｆ

構造 地下：鉄骨鉄筋コンクリート造 ４Ｆ 栃木県教育委員会
地上：鉄骨造

３Ｆ
階数 地下：１階

地上：９階 ２Ｆ
栃木県後期高齢者医療広域連合

駐車場 構内：１３台
近隣：６８台 １Ｆ 公益社団法人栃木県観光物産協会
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○ 経営状況については、区分所有分を売却した際に計上した特別損失による累

積欠損金はあるものの、営業開始以来、経常利益を確保し、経営は安定してい

ます。

【賃貸収益及び経常損益の推移】 （単位：百万円）

（２）課題

○ 施設管理の効率化

➣ 節電等の省エネ対策や維持管理経費の節減を図ることが必要です。

○ 老朽化に対応した計画的な改修

➣ 設備の老朽化の状況を的確に把握し、最適な時期や手法による更新等を実

施する必要があります。

○ 経営基盤の強化

➣ 安定的に賃貸収益を得るため、継続的に入居団体を確保していくことが必

要です。

（３）経営方針

○ 施設管理の効率化

➣ 節電等の省エネに取り組むとともに、維持管理経費の節減を図ります。

○ 老朽化に対応した計画的な改修

➣ 計画的な改修等を実施し、設備の長寿命化を図ります。

○ 経営基盤の強化

➣ 経常損益の黒字を維持し、累積欠損金の解消に努めます。

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H22 H23 H24 H25 H26

賃貸収益

経常損益



- 39 -

（４）収支計画

※ 収益的収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込みの金額です。

※ この収支計画において、剰余金の処分（建設改良積立金の積立等）は考慮していません。

○ 継続して入居団体の確保に努め、経常利益の確保を図るとともに、賃貸収益

等を活用し、借入金の縮減を図ります。

（５）実施計画（平成２８～３２年度）

【計画業務量】 （単位：%）

年 度 H28 H2９ H３０ H３１ H３２ 備 考

入居率 100 100 100 100 100

○ 施設管理の効率化

➣ 機器類の交換等の際に、省エネ機器を導入します。

➣ 入居団体の協力を得ながら、節電等省エネの取組を推進します。

○ 老朽化に対応した計画的な改修

➣ 老朽化した機器類の交換等を行います。

入居団体を継続的に確保しながら、賃貸ビル事業を推進します。

（単位：百万円）
年度 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

収 益 的 収 入 賃貸収益 89 89 89 89 89 89 89 89 89 89
収 支 その他収入 75 75 75 74 74 74 74 74 74 74

小計 164 164 164 163 163 163 163 163 163 163
支 出 人件費 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

減価償却費 58 58 58 32 31 30 24 23 23 22
修繕費 0 5 5 4 2 2 5 4 4 2
その他支出 82 81 81 81 81 81 80 80 80 79
小計 146 150 150 123 120 119 115 113 113 109

経常損益 18 14 14 40 43 44 48 50 50 54
資 本 的 収 入 借入金 750 0 0 0 0 500 0 0 0 0
収 支 その他収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 750 0 0 0 0 500 0 0 0 0
支 出 建設改良費 1 0 0 0 3 0 0 0 0 0

借入金償還金 800 50 50 50 50 550 50 50 50 50
その他支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
小計 801 50 50 50 53 550 50 50 50 50

差 引 △ 51 △ 50 △ 50 △ 50 △ 53 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50 △ 50
借入金残高 740 690 640 590 540 490 440 390 340 290
剰余金（△は欠損金）残高 △ 161 △ 147 △ 133 △ 93 △ 50 △ 6 42 92 142 196
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○ 経営基盤の強化

➣ 安定した賃貸収益を確保し、企業債等の借入金残高や累積欠損金の縮減に

努めます。
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第４章 経営戦略の推進

１ ＰＤＣＡサイクルの確立

○ 経営戦略の計画的、効果的な推進を図るため、「Ｐｌａｎ（計画）」、「Ｄ

ｏ（実行）」、「Ｃｈｅｃｋ（評価）」、「Ａｃｔ（改善）」の４つのプロセ

スから構成されるＰＤＣＡサイクルを確立します。

○ 経営戦略を踏まえて各年度の予算を編成し（Ｐｌａｎ）、各事業の運営を図

り（Ｄｏ）、決算を行うこととなりますので、この決算をベースに経営面、事

業面の両面から達成度の評価（Ｃｈｅｃｋ）を行い、その結果を予算等の事業

運営に反映（Ａｃｔ）します。

【ＰＤＣＡサイクル】

２ 達成度の評価

○ 達成度の評価については、経営面、事業面の両面から行います。

○ 経営面については、各年度の決算をもとに、経営指標などを用いて安定性や

健全性に関して評価を行います。

○ 事業面については、実施計画を踏まえ、各年度の予算において設定された業

務量や具体的な取組の進捗状況に関して、決算をもとに達成度を評価します。

３ 経営の透明性の確保

○ 達成度の評価については、企業局で内部評価を行ったうえで、有識者や専門

家を構成員とする「栃木県企業局経営評価委員会」で専門的な見地から意見

（外部評価）をいただくことにより、評価の客観性を確保します。

○ 各年度の予算、決算の状況はもちろんのこと、設定した目標とその達成度の

評価については、企業局のホームページで公表するなど、経営の透明性の向上

に努めます。

〔Ｐ〕目標設定
（予算編成）

〔Ｄ〕事業実施

決 算

〔Ｃ〕企業局
内部評価

〔Ｃ〕経営評価員会
外部評価

評価結果の公表

〔Ａ〕評価結果反映
（課題・改善点抽出）



- 42 -

【 参考資料 】

１ 「栃木県企業局経営戦略」の策定経過

年月日 会議等 内容

平成27年2月17日 平成26年度第２回 次期経営計画の策定方針の意見聴取

企業局経営評価委員会

平成27年9月2日 平成27年度第１回 次期経営計画の骨子案の意見聴取

企業局経営評価委員会

平成27年11月17日 平成27年度第2回 企業局経営戦略（仮称）の素案の意見聴取

企業局経営評価委員会

平成27年12月10日 パブリック・コメント 企業局経営戦略（仮称）の素案に対する意

～平成28年1月9日 の実施 見募集

平成28年2月16日 平成27年度第3回 企業局経営戦略（仮称）の最終案の意見聴

企業局経営評価委員会 取

平成28年3月 日 公表

２ 栃木県企業局経営評価委員会

no 区分 氏名 備考

１ 委員 池田 裕一 宇都宮大学大学院教授

２ 委員 臼井 佳子 ＣＲＴアナウンサースクール校長

３ 委員 奥本 雅之 東日本電信電話（株）栃木支店長

【～平成27年6月18日】

４ 委員 高田 純子 公認会計士、税理士

５ 委員 長谷川 達彦 東日本電信電話（株）栃木支店長

【平成27年9月2日～】

６ 委員長 前橋 明朗 作新大学経営学部教授

（順不同、敬称略）


